平成24年度地域における市場メカニズムを活用した取組モデル事業応募様式
	応募事業の内容

	事業の種類
	· 該当するほうにマークして下さい。既存取組の拡充の場合、その取組を説明するウェブページ等が存在する場合にはそのURLを記載してください。また、パンフレット等がある場合には本様式と合わせて提出してください。
□ 新規取組の構築　　　　　　　
□ 既存取組の拡充 (URL:                                  )

	事業名
	· 応募事業の名称を記載してください。仮称でも結構です。

	協議会名
	· 応募事業を実施する協議会の名称を記載してください。仮称でも結構です。協議会の詳細な体制については、別紙１の応募者情報に記載してください。

	事業概要
	· 応募事業の背景、目的、実施地域の範囲、市場メカニズムの活用と温室効果ガス排出削減の方法等について記載して下さい。その際、資金の流れが判るような図も併せて記載してください。また、添付すべき参考資料があれば、それらも併せて提出してください。

	
	· 本事業の終了後も、活動が継続されることとなる根拠を示してください。

	温室効果ガスの削減効果と費用対効果
	· 応募事業の実施によって、１年間にどの程度の温室効果ガスの削減効果が見込めるかについて、定量的に記載してください。その際、当該削減効果を見込む根拠についても記載して下さい。
（削減効果）年間　　　　　　t-CO2
（根拠）



	
	· 応募事業の温暖化対策としての、本事業における申請金額額に対する費用対効果について定量的に記載してください。
（申請金額）　　　　　　　円
（費用対効果）　　　　　　円/t-CO2


	事業の実現可能性


	· 【新規取組の構築】これまでの検討経緯やその成果があれば記載して下さい。
【既存取組の拡充】これまでの制度運用実績やその効果について記載してください。
· 本事業による予算以外に、確保が見込まれている予算があれば、記載してください。
· 応募事業実施に当たり、地方公共団体との連携体制を構築していることについて、当該地方公共団体担当部局が確認する旨の文書がある場合には添付してください。
· 応募事業のスケジュールについて別紙２に記載してください。来年度以降についても想定しているスケジュールがあれば記載してください。


	波及可能性
	· 事業の対象地域における住民や企業等と連携して普及させる計画又は他地域とも連携して普及させる計画がある場合には、その内容を記載してください。

	先進性・独自性
	· 先進性・独自性について記載してください。

	温暖化対策以外の効果
	· 温室効果ガス排出削減以外に特筆すべき環境上の効果（例えば森林整備の推進、生物多様性の保全等）又はその他の効果（例えば地域の活性化、雇用確保、産業育成等）があれば記載してください。


別紙１
	応募者情報

	応募事業実施代表者（受託予定者）

	所属機関
	○○協議会　又は　○○株式会社　等

	役職・氏名
	協議会会長　○○　○○　　又は代表取締役　○○　○○　等

	所在地
	〒

	TEL
	

	FAX
	

	応募事業実施担当者

	所属機関・部署
	

	役職・氏名
	

	所在地
	〒

	TEL
	

	FAX
	

	E-mail
	

	経理担当者

	所属機関・部署
	

	役職・氏名
	

	所在地
	〒

	TEL
	

	FAX
	

	E-mail
	

	協議会の概要（未設置の場合は見込みを記入）
※別途協議会構成員名簿及び協議会の設置や活動を示すものを添付してください。（未設置の場合は、契約前に設置していただき、その際に提出していただきます。）

	協議会の名称
	

	地方公共団体
	○○市○○局

	事業者
	○○株式会社、○○商店街

	市民その他
	NPO法人○○、○○大学

	設置の有無
	□有（設置年月日：○年○月○日）　□無（設立予定日：○年○月○日）


別紙２

（応募事業名）工程表
	検討・実施項目
	平成２４年度

	
	７月
	８月
	９月
	１０月
	１１月
	１２月
	１月
	２月
	３月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※記載例にかかわらず、できるだけ細かく記載してください。１ページに収まらない場合には、ページを分けて作成してください。


※３月１日までに事業成果の中間報告書の提出が必要ですので、報告書の作成期間も含めて事業工程を組んでください。
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